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個
人
住
民
税
に
係
る
税
制
改
正 

　

税
源
移
譲
に
伴
い
、
平
成　

年
度
市
県

１９

民
税
の
税
負
担
が
変
わ
り
ま
し
た
。
毎
年

の
所
得
変
動
が
少
な
い
場
合
は
、
市
県
民

税
の
増
額
分
が
平
成　

年
分
所
得
税
で
減

１９

額
と
な
り
、
市
県
民
税
と
所
得
税
を
合
わ

せ
た
負
担
は
変
わ
り
あ
り
ま
せ
ん
が
、
平

成　

年
中
の
所
得
が
大
き
く
減
少
し
、
所

１９
得
税
が
か
か
ら
な
い
場
合
は
、
減
額
す
る

金
額
が
な
く
な
っ
て
し
ま
い
ま
す
。

　

こ
の
よ
う
な
所
得
の
変
動
に
伴
う
負
担

増
を
調
整
す
る
た
め
、
次
の
条
件
を
満
た

す
場
合
に
は
税
源
移
譲
が
な
か
っ
た
こ
と

と
し
て
、
平
成　

年
度
市
県
民
税
の
所
得

１９

割
額
を
税
源
移
譲
前
の
税
率
で
計
算
し
な

お
す
こ
と
と
さ
れ
ま
し
た
。
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平
成　

年
分
に
所
得
税
が
か
か
り
、
平

１８

成　

年
分
の
所
得
税
が
か
か
ら
な
い
方

１９
（
計
算
式
①
と
②
の
両
方
に
該
当
す
る
方
）

①

＜

【
計
算
方
法（
減
額
す
る
額
）】

　

平
成　

年
度
の
合
計
課
税
所
得
金
額
に

１９

つ
い
て
、
次
の
Ａ－

Ｂ
の
金
額
（　

年
度
市

１９

県
民
税
を
税
源
移
譲
前
の
額
ま
で
減
額
）

Ａ　

税
源
移
譲
後
の
税
率（　

%
）を
適
用

１０

し
て
調
整
控
除
を
行
っ
た
後
の
税
額（
調

整
控
除
以
外
の
税
額
控
除
の
適
用
を
除

い
て
計
算
し
１
０
０
円
未
満
切
捨
）

Ｂ　

税
源
移
譲
前
の
税
率
（
５
・　

・　
１０

１３

%
）
を
適
用
し
た
税
額
（
定
率
減
税
前
・

平
均
課
税
の
適
用
な
し
・
１
０
０
円
未

満
切
捨
）

　

た
だ
し
、
老
年
者
の
非
課
税
規
定
の
経

過
措
置
（
昭
和　

年
１
月
２
日
以
前
に
生

１５

ま
れ
た
方
で
、
前
年
の
合
計
所
得
金
額
が

１
２
５
万
円
以
下
の
方
）
に
該
当
し
て
い

る
方
は
３
分
の
２
の
額
と
な
り
ま
す
。

【
手
続
き
】

　

対
象
者
は
、平
成　

年
７
月
１
日
か
ら　

２０

３１

日（
７
月
１
日
以
後
に
適
用
を
受
け
る
こ
と

に
な
っ
た
方
は
、そ
の
日
か
ら
１
か
月
を
経

過
し
た
日
の
前
日
）の
１
か
月
の
期
間
内
に

平
成　

年
１
月
１
日
現
在
の
住
所
地（
平
成

１９

　

年
度
市
県
民
税
を
納
め
た
市
町
村
）に

１９「
市
県
民
税
減
額
申
告
書
」を
提
出
し
ま
す
。

　

こ
の
経
過
措
置
は
、　

年
度
分
の
市
県

１９

民
税
に
の
み
適
用
さ
れ
ま
す
。ま
た
、
未
納

の
徴
収
金
が
あ
る
場
合
は
充
当
さ
れ
、
納

め
ら
れ
て
い
る
方
は
還
付
と
な
り
ま
す
。
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差　額住民税所得税項　　　目

１０，０００２６０，０００２７０，０００その他障害障
害
者

控　

除 １００，０００３００，０００４００，０００特別障害者

１０，０００２６０，０００２７０，０００その他の寡婦寡
婦（
寡

夫
）控
除 ５０，０００３００，０００３５０，０００特別の寡婦

５０，０００３３０，０００３８０，０００一　　般配
偶
者
控
除

１７０，０００５６０，０００７３０，０００一般の同居特別障害者

１００，０００３８０，０００４８０，０００老　　人

２２０，０００６１０，０００８３０，０００老人の同居特別障害者

５０，０００３３０，０００３８０，０００配偶者の所得が３８万円超４０万円未満配
偶
者
特

別
控
除 ３０，０００３３０，０００３６０，０００配偶者の所得が４０万円超４５万円未満

５０，０００３３０，０００３８０，０００一般の扶養親族

扶　

養　

控　

除

１７０，０００５６０，０００７３０，０００一般の同居特別障害者

１８０，０００４５０，０００６３０，０００特定扶養親族

３００，０００６８０，０００９８０，０００特定の同居特別障害者

１００，０００３８０，０００４８０，０００老人扶養親族

２２０，０００６１０，０００８３０，０００老人の同居特別障害者

１３０，０００４５０，０００５８０，０００同居老親等

２５０，０００６８０，０００９３０，０００同居老親等の同居特別障害者

５０，０００３３０，０００３８０，０００基礎控除（納税者全員）

人的控除の差額 （単位：円） ②

≧

〈
参　

考
〉　

・
合
計
課
税
所
得
金
額

課
税
総
所
得
金
額
＋
課
税
退
職
所
得
＋

課
税
山
林
所
得
金
額

・
申
告
分
離
課
税
所
得
金
額

課
税
長
期
譲
渡
所
得
金
額
＋
課
税
短
期

譲
渡
所
得
＋
株
式
等
に
係
る
課
税
譲
渡

所
得
金
額
等

平
成　

年
度
市
県
民
税
の
課
税
所
得

１９

金
額（
申
告
分
離
課
税
分
を
除
く
）

所
得
税
と
の
人
的
控
除
の
差
の
合
計
額

平
成　

年
度
市
県
民
税
の
課
税
所
得

２０

金
額
（
申
告
分
離
課
税
分
を
含
む
）

所
得
税
と
の
人
的
控
除
の
差
の
合
計
額
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税
源
移
譲
に
伴
い
、
平
成　

年
分
以
降

１９

の
所
得
税
額
が
減
少
す
る
こ
と
に
よ
り
、

所
得
税
の
住
宅
借
入
金
等
特
別
控
除
（
住

宅
ロ
ー
ン
控
除
）
に
控
除
し
き
れ
な
い
額

が
生
じ
た
場
合
は
、
一
定
の
事
項
を
記
載

し
た
申
告
書
を
提
出
す
る
こ
と
に
よ
り
、

平
成　

年
度
以
降
の
市
県
民
税
か
ら
こ
の

２０

控
除
し
き
れ
な
い
額
が
控
除
で
き
る
こ
と

と
さ
れ
ま
し
た
。

【
対
象
者
】

　

税
源
移
譲
前
に
住
宅
借
入
金
等
特
別
控

除
の
適
用
を
受
け
て
い
た
平
成　

年
か
ら

１１

平
成　

年
ま
で
の
入
居
者

１８

【
計
算
方
法（
控
除
額
）】

　

次
の
①
か
ら
②
を
差
し
引
い
た
金
額

①
税
源
移
譲
前
の
税
率
で
算
出
し
た
住
宅

借
入
金
等
特
別
税
額
控
除
額

②
税
源
移
譲
後
の
税
率
で
算
出
し
た
住
宅

借
入
金
等
特
別
税
額
控
除
額

【
手
続
き
】

　

対
象
者
は
３
月　

日
（
平
成　

年
は
３

１５

２０

月　

日
）
ま
で
に
、
そ
の
年
の
１
月
１
日

１７
現
在
の
住
所
地
（
住
民
税
課
税
）
の
市
町

村
へ
「
住
宅
借
入
金
等
特
別
税
額
控
除
申

告
書
」
を
提
出
し
ま
す
。

　

会
社
で
年
末
調
整
の
み
（
申
告
の
必
要

が
な
い
）
の
方
は
、「
住
宅
借
入
金
等
特
別

税
額
控
除
申
告
書
」
と
源
泉
徴
収
票
を
３

月　

日
（
平
成　

年
は
３
月　

日
）
ま
で

１５

２０

１７

に
市
町
村
に
提
出
し
ま
す
。

　

こ
の
申
告
は
毎
年
必
要
で
す
。
確
定
申

告
書
を
提
出
さ
れ
る
方
は
税
務
署
等
、

確
定
申
告
書
の
提
出
先
に
提
出
し
て
く
だ

さ
い
。

＊
こ
の
税
額
控
除
は
平
成　

年
度
分
か
ら

２０

平
成　

年
度
分
ま
で
の
市
県
民
税
に
お

２８

い
て
適
用
さ
れ
ま
す
。

　

平
成　

年
度
分
の
市
県
民
税
か
ら
地
震

２０

保
険
料
控
除
が
適
用
さ
れ
ま
す
。
た
だ

し
、
こ
れ
ま
で
の
損
害
保
険
料
控
除
は
な

く
な
り
ま
す
。（
一
部
経
過
措
置
が
あ
り

ま
す
。）

【
対
象
と
な
る
地
震
保
険
】

　

地
震
保
険
と
は
、
損
害
保
険
の
一
種
で

あ
る
主
契
約
の
火
災
保
険
に
附
帯
す
る
か

た
ち
で
契
約（
単
独
で
契
約
す
る
こ
と
は

で
き
な
い
）し
ま
す
。
対
象
と
な
る
損
害

は
、
地
震
も
し
く
は
噴
火
ま
た
は
こ
れ
ら

に
よ
る
津
波
を
直
接
ま
た
は
間
接
の
原
因

と
す
る
火
災
・
損
壊
・
埋
没
ま
た
は
流
出

に
よ
る
損
害
で
す
。

【
経
過
措
置
】

　

こ
れ
ま
で
の
損
害
保
険
料
控
除
は
廃
止

さ
れ
ま
す
が
、
平
成　

年　

月　

日
以
前

１８

１２

３１

を
保
険
期
間
開
始
と
す
る
長
期
損
害
保
険

料
に
つ
い
て
は
、
こ
れ
ま
で
の
損
害
保
険

料
控
除
（
上
限
１
０ ,
０
０
０
円
）
を
適
用

す
る
こ
と
が
で
き
ま
す
が
、
平
成　

年
１

１９

月
１
日
以
後
に
保
険
料
を
変
更
し
た
場
合

は
除
き
ま
す
。

【
控
除
額
】

　

保
険
の
契
約
状
況
に
よ
り
控
除
額
が
変

わ
り
ま
す
。
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平
成　

年
４
月
１
日
以
降
に
取
得
す
る

１９

減
価
償
却
資
産
に
つ
い
て
、
新
た
な
償
却

方
法
に
よ
り
耐
用
年
数
経
過
地
点
に
お

い
て
１
円
ま
で
償
却
す
る
こ
と
に
な
り

ま
し
た
。

（
定
額
法
）償
却
費
＝

　

取　

得　

価　

格
×
定
額
法
の
償
却
率

（
定
率
法
）償
却
費
＝

　

期
首
未
償
却
残
高
×
定
率
法
の
償
却
率

　

平
成　

年
３
月　

日
以
前
に
取
得
し
た

１９

３１

減
価
償
却
資
産
に
つ
い
て
、
必
要
経
費
に

算
入
さ
れ
た
金
額
の
累
積
額
が
償
却
可
能

限
度
額
ま
で
達
し
て
い
る
場
合
に
は
、
そ

の
達
し
た
年
分
の
翌
年
分
以
降
に
お
い

て
、
次
の
算
式
に
よ
り
計
算
し
た
金
額
を

償
却
費
の
額
と
し
て
、
１
円
ま
で
償
却
す

る
こ
と
に
な
り
ま
し
た
。
た
だ
し
、
平
成

　

年
分
以
降
に
つ
い
て
適
用
さ
れ
ま
す
。

２０償
却
費 
＝（
取
得
価
格－

取
得
価
格
の　
９５

％  －

１
円
）
÷
５
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本
庁　

税
務
課
市
民
税
グ
ル
ー
プ

�　

－

１
１
１
１

５２
内
線
２
３
２
・
２
３
３
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【
手
続
き
】

　

申
告
や
年
末
調
整
の
際
に
、
保
険
会
社

か
ら
発
行
さ
れ
る
控
除
証
明
書
を
提
出
し

て
く
だ
さ
い
。
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昭
和　

年
１
月
２
日
以
前
に
生
ま
れ
た

１５

方
で
、前
年
の
合
計
所
得
金
額
が
１
２
５

万
円（
年
金
収
入
で
２
４
５
万
円
）以
下
の

方
は
、市
県
民
税
が
平
成　

年
度
ま
で
非

１７

課
税
で
し
た
が
、年
齢
に
関
わ
ら
ず
公
平

に
負
担
を
分
か
ち
合
う
と
い
う
観
点
か
ら
、

こ
の
措
置
が
廃
止
さ
れ
平
成　

年
度
か
ら

１８

平
成　

年
度
ま
で
減
額
の
経
過
措
置
が
と

１９

控　　除　　額加入している保険

支払った保険料の１/２（上限２５，０００円）①地震保険のみに加入

支払い保険料５，０００円以下の場合は全額

②長期損害保険のみに
加入

支払い保険料５，０００円から１５，０００円の
場合は、支払い保険料の１/２＋２，５００円

支払い保険料１５，０００円以上の場合は、
１０，０００円

合計して上限２５，０００円（長期損害保険
部分は上限１０，０００円）

③長期損害保険と地震保
険の２つの保険に加入

長期損害保険控除と地震保険控除の
どちらか選択

④１つの保険で長期損害
保険と地震保険が備
わっている保険に加入

ら
れ
て
い
ま
し
た
が
平
成　

年
度
は
、経
過

２０

措
置
が
終
了
し
全
額
負
担
と
な
り
ま
す
。

平
成　

年
度

１７

平
成　

年
度

１８

平
成　

年
度

１９

平
成　

年
度

２０

非
課
税

２
／
３
を
減
額

１
／
３
を
減
額

全
額
負
担


